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介助犬訓練事業及び聴導犬訓練事業の開始の届出等について

身体障害者補助犬の育成及びこれを使用する身体障害者の施設等の利用の円
（ 。滑化のための障害者基本法等の一部を改正する法律 平成１４年法律第５０号

以下「改正法」という ）による社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）の一。
部改正により、平成１５年４月１日から、介助犬訓練事業及び聴導犬訓練事業
（以下「訓練事業」という ）が同法第２条第３項に規定する第２種社会福祉。
事業に追加されることとなるが、その事業の開始の届出等に当たっては、下記
の諸点に留意され、適切な運営が図られるよう御配慮願いたい。
なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第

１項の規定に基づく技術的助言として発出するものであることを申し添える。

記

１ 事業の開始等の届出

、 （ 。 「 」改正法により 身体障害者福祉法 昭和２４年法律第２８３号 以下 法
という ）の一部が改正され、平成１５年４月１日から、訓練事業について。
は、法第２６条の規定による届出が必要となる。
届出事項については 身体障害者福祉法施行規則の一部を改正する省令 平、 （

成１５年３月２５日厚生労働省令第４４号）により、身体障害者福祉法施行
規則（昭和２５年厚生省令第１５号。以下「規則」という ）第２０条の２。
第１項を改正し、次の①～⑧のとおりとしたところである。
また、法第２６条第１項の規定による届出は、規則第２０条の２第２項の



規定により、収支予算書及び事業計画書を提出することにより行うものとさ
れている。

① 事業の種類及び内容
② 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所
の所在地）

③ 条例、定款その他の基本約款
④ 職員の定数及び職務の内容
⑤ 主な職員の氏名及び経歴
⑥ 事業を行おうとする区域
⑦ 事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地
⑧ 事業開始の予定年月日

「 」 、 「 」⑥の 事業を行おうとする区域 について ⑦の 事業の用に供する施設
、 。以外の場所でも訓練を実施する場合には その区域も届け出を行わせること

⑦の「事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地」のうち、施設の種
類については、訓練場や犬舎等の施設が訓練事業の用に供する専用の施設で
あるかどうかを明らかにさせるとともに、他の用に供している場合には、訓
練事業の実施に支障をきたさないよう指導すること。このため、図面等によ
り確認を行い、必要に応じて現地に赴き調査すること。

２ 訓練体制の確認

事業の開始等の届出を受けた場合には、必要に応じ法第３９条の規定によ
る報告の徴収、立入検査等を行い、介助犬又は聴導犬を訓練する体制につい
て、身体障害者補助犬法施行規則(平成１４年厚生労働省令第１２７号)第２
条又は第３条に規定する訓練基準に即した適切な訓練を行い得る体制である
ことを、以下の項目に即して確認すること。また、その際、平成１４年６月
に示した「介助犬の訓練基準に関する検討会報告書」又は同年８月に示した
「聴導犬の訓練基準に関する検討会報告書」を参考とすること。

・ 訓練に従事する者の氏名及び経歴
・ 訓練を行っている場所（所在地）
・ 専門職との協力体制
・ 介助犬又は聴導犬としての適性を有する犬の確保方法
・ 犬の保健衛生の確保体制
・ 再訓練の実施体制


